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Airbnb と石川県、能登半島地震の被災者支援で連携 

2次避難所として民泊施設の提供を協力 

 
Airbnbは 2月 13日、石川県と連携し、能登半島地震の被災者向けに 2次避難所として Airbnbプラットフォームに掲載されている

民泊施設の提供の協力を開始した。 

住居が前提の民泊では、キッチンや洗濯機などが備え付けで、プライバシーの確保もできる。そのため、特に乳幼児や高齢者な

ど、特別なニーズを持つ人の受け皿となっている。現在は、県から要請を受けた全ての依頼に応えられている状況だ。 

今後は、県内の民泊施設に短期滞在を希望する金沢以北の避難者からのニーズにも応えられるよう、枠組みの拡大を検討してい

く。＜＜詳細を読む＞＞ 

 

マクロ指標ウォッチ・訪日者数の推移 
 

日本政府観光局（JNTO）の訪日外客統計によると、2024

年 2月の訪日外客数は、前年同月比 89.0%増の 278万

8,000人となり、新型コロナウイルス禍以降で最多を更新

した。2月としては過去最高となった。 2019 年同月比では 

7.1%増だった。 

 

 

 

 

 

 

 

https://news.airbnb.com/ja/japan-noto-earthquake-response/
https://www.jnto.go.jp/statistics/data/20240319_monthly.pdf


観光トレンド 
 

日本観光振興協会、国交省に人材不足の対応など提言 

日本観光振興協会は 2月 8日、国土交通大臣宛てに「観光の価値向上と持続可能な観光産業に向けて【提言】」を提出した。提

言には、観光地・観光産業の人手不足や観光 DXへの取組強化、観光客の地方誘客への取組強化など 9項目を取り上げた。 

 

民泊数と住民感情に相関関係なし、日本観光財団など 

東京観光財団など 3者は 2月 27日、『令和５年度共同研究：報告書オーバーツーリズムを防ぐために～東京・台東区での検証を

踏まえて～』を発表した。台東区の各エリアおける民泊施設の数と、住民感情（観光客の増加を「好ましくない」と感じるか）に関す

る調査では、両者に相関関係がないことが分かった。 

 

Airbnbからのお知らせ 

 
Airbnb Japan、愛媛県と包括連携協定締結 

Airbnb Japan と愛媛県は 4月 2日、ホームシェアリング等を通じた観光促進に関する包括連携協定を締結した。Airbnbのプラット

フォームに登録される同県の宿泊施設等の拡大や新たな観光コンテンツの掘り起こしを図るほか、同県を訪問する旅行者との交

流型観光などを促し、既存の宿泊施設が少ない地域でも観光が活性化されるよう取り組む。 

 

Airbnb Japan、オリコ・空き家活用と業務提携 

Airbnb Japan、大手信販会社オリエントコーポレーション、スタートアップ企業の「空き家活用」は 3月 13日、業務提携すると発表し

た。今後それぞれが持つリソースを有効活用し、空き家問題の解決に向け、地域活性化・地方創生に資する取り組みを進めてい

く。 

 

Airbnb、古民家再生協会含む 120団体以上に支援提供 

Airbnbは 2023年、Airbnb コミュニティ基金を通じて、日本の全国古民家再生協会を含む世界の 120団体以上に支援を提供した。

支援金額は 1月 24日時点で、累計 3,000万米ドル（約 44億円）となった。全国古民家再生協会の中村綱喜理事長は「支援によ

り、私たちは古き良き日本の文化を守り、未来へ継承していく更なる力を得ることができました」と述べた。 

 

旅行先としての関心、日本が最上位 

日本が旅行先として世界で最も関心が高まっていることが、Airbnbが 2023年末に発表した「Airbnb 2024年 世界の旅行トレンド予

測」で明らかになった。2024年第 1〜3四半期の旅行先として、Airbnbのプラットフォームで検索された国・地域のうち、日本の検

索数は前年比 3倍以上だった。 

 

 

お問い合わせ 

 

Airbnb Japan 株式会社 公共政策本部 
Email: pjapan@airbnb.com  
Website: https://www.airbnb.jp/ 

 
右記 QR コードをスマートフォンなどで読み込んでいただくと、オンラインで本ニュースレターをご覧いただくことが可能です。 

 

Airbnb は、民泊仲介プラットフォーム事業者として、地域コミュニティに恩恵をもたらす旅行を推進するイノベーションとツールの開発を進めています。また、全国のホスト、地域の 

人々、そして自治体と連携し、地域社会の活性化や、地域観光経済への貢献に向けて、さまざまな取り組みを進めています。本ニュースレターは、これまで Airbnb Japan 株式会社 

公共政策本部の職員と名刺交換をさせていただき、お世話になった関係者の皆様に四半期ごとにお送りしております。ニュースレターの配信を希望されない場合、お手数をおかけ 

してしまい大変恐縮ですが、pjapan@airbnb.com まで、件名に「ニュースレター配信停止希望」と記載の上、メールをお送りいただきますようお願いいたします。 

https://www.nihon-kankou.or.jp/home/userfiles/files/teigen_1.pdf
https://jrc.jalan.net/wp-content/uploads/2024/03/overtourism-report_release.pdf
https://news.airbnb.com/ja/ehime_partnership/
https://news.airbnb.com/ja/orico_akiyakatsuyo_partnership/
https://news.airbnb.com/ja/airbnb%e3%80%81%e4%b8%96%e7%95%8c%e4%b8%ad%e3%81%ae120%e4%bb%a5%e4%b8%8a%e3%81%ae%e9%9d%9e%e5%96%b6%e5%88%a9%e5%9b%a3%e4%bd%93%e3%81%ab%e5%af%be%e3%81%97%e3%80%8cairbnb%e3%82%b3%e3%83%9f%e3%83%a5/
https://news.airbnb.com/ja/2024_travel-trend/
mailto:pjapan@airbnb.com
https://www.airbnb.jp/

